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■検討フロー

２．東日本大震災による高齢者、障害
者等の人的被害について

既往研究収集・整理により、東日本大震災における避
難の課題を把握し、対応策の方向性を検討

３．災害時・緊急時における高齢者、
障害者等の困難について

当事者へのヒアリング調査等により、災害時・緊急時
において困難な事項を整理

４．高齢者、障害者等の避難における
施設整備と情報提供の課題

災害時・緊急時における避難の課題（施設整備と情報
提供）について整理

５．施設整備と情報提供において求め
られる対応策

現地調査等により、整理した避難の課題に対応した対
応策（施設整備と情報提供）と参考となる事例につい
て整理

６．バリアフリー化されたまちづくり
の普及推進方策

今後の災害に備え、バリアフリー化されたまちづくり
を普及推進していく上での必要な事項について整理

１．本報告書の活用にあたって 目的及び対象とする範囲、活用の場面について整理
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１．本報告書の活用にあたって

■本研究の目的

本研究は、東日本大震災において、高齢者、障害者等が情報、経路、施

設等の整備状況により避難に支障があったことにかんがみ、災害時・緊

急時に対応した避難経路等のバリアフリー化と情報提供のあり方につい

て検討するものである。

高齢者、障害者等の避難においては、個人の対応、人的支援が必要な場

面も想定されるが、本研究では、施設整備と情報提供に着目し、一歩ず

つ避難環境の向上を進めていくという観点のもと、高齢者、障害者等の

避難時における課題と対策について検討するとともに、参考となる整備

事例について、学識者及び当事者等の参画を得て、抽出・整理を行いと

りまとめたものである。

■対象とする範囲

人

• 高齢者、障害者等の避難時に何らかの困難を感じている者を対象とする。

• 避難時の困難とは「移動の困難」「情報の利用の困難」「周囲の無理解

による困難」とする。

災害
• 予測が極めて困難で特に避難に緊急を要する地震災害及び津波災害を主
な検討の対象とする。

避難
施設等

• 建築物や交通施設等の「発災時又は発災のおそれが生じた時」にいた危
険な場所から、「避難する経路」を経て、「避難する場所」に到達する
（安全が確保される）までを主な対象とする。

対策

• 避難する際の「避難する経路」及び「避難する場所」における施設整備
と情報提供について検討する。

• 災害時・緊急時に円滑に避難を行うための、「平常時における備え」も
対象とする。
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■活用場面の想定

• 今後、避難する経路や避難する場所の整備、見直しを検討する際に高齢者、障害者
等への配慮について参考とする資料として活用する。

• 避難訓練を実施する際に、高齢者、障害者等への配慮をともなったバリアフリー環
境整備の観点を取り入れてもらうための参考とする資料として活用する。

※ソフト対策（人的支援等）は、内閣府において別途検討
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２．東日本大震災による高齢者、障害者等の人的被害について

■高齢者の人的被害について

• 東日本大震災の死者は、高齢者の割合が高い。

• 死者の半数以上（53.4%）が65歳以上。

70歳以上の死者が多く、
75歳以上79歳以下に
ピークがある 。

※出典：「東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）」平成23年10月4日国
土交通省都市局

※岩手、宮城、福島の３県３７市町村について、震災により亡くなられた方の年齢構成
を把握したもの。分析時点までにデータが得られた13 市町、8,202 人の死亡者を対
象としている。死亡者の被災場所は不明であるため、死亡者の居住地により分析して
いる。

※岩手県・宮城県・福島県の人口構成比は、「平成22年国勢調査」総務省統計局による。
東日本大震災の死者の人口構成比は、平成23年（2011）人口動態統計（確定数）の
概況」平成24年9月6日厚生労働省による。

■障害者の人的被害について

• 障害者の死亡率は、総人口に対する死亡率の約２倍と、障害者の死者の割合が高い。
•被災３県２７市町村の太平洋沿岸の人口約124万人のうち、

•死者数は約1.3万人（人口全体に対する死者の割合は約1％）

•障害者の死者数は、約1千4百人(障害者の人口約６．８万人に対する割合は約２％）
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■亡くなった原因・理由

• 「寝たきりや付き添い」「迎えを待ってい
た」という自力避難が困難な死者は20％。

• 「自宅」にいた死者は66％。

• 「自宅」にいて、「逃げなかった」「戻っ
てしまった」死者は46％。

• 自宅から出たものの「避難途中」での死者
は約21％。

■対策の方向性について

逃げなかった 35.9

寝たきりや付き添い 15.3

迎えを待っていた 4.0

別の場所から戻った 4.9

避難したが戻った 6.3

避難途中だった 21.0

別の場所にいた 2.3

迎えに行った 1.4

その他 5.7

不明 3.0

※出典：「東日本大震災における石巻市で亡くなった方の津波来襲時の居場所および行動に関する調査」（第32回地震工学研究発表会公演論文集（2012年10月））
三上ら、をもとにした津波避難合同調査団まとめ。報道資料（2012.12.18朝日新聞デジタル）から抜粋。※数字は割合（%）。四捨五入のため100%にはならない。

自宅にいた
66.4％

・人的被害を軽減さ

せるために、

避難行動に移る
ために必要な情

報の提供

避難にあたって
の困難の解消

が必要。

避
難
す
る
場
所

寝たきりなど身
体機能により自
力避難が困難

危険を知らなかった
危険を理解できなかった
逃げなかった

戻ってしまった

◎

☓

人的支援・自動車避難を含むスペ
シャルな対応が求められる。

施設整備が求められる。

情報提供の整備が求められる。

高齢者、障害者等の避難者

避難者（避難する必要のある者）

その他の避難者

☓

☓

☓
避難途中で死亡

■東日本大震災における障害者の避難について

• 「防災行政無線」「近隣住民」「家族・親戚」など身近な者から避難情報を入手。

• 「家族・親戚」「福祉サービス事業者」「近隣住民」など身近な者が避難誘導を
支援。

• 「防災行政無線」による情報提供の充実、音声情報を入手できない方への情報提
供の配慮、身近な者が避難誘導の支援をしやすい環境整備が求められる。
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「防災行政無線」＝17.8%（回答者数1,016人に対する割合）、
「近隣住民」＝12.4%、「家族・親戚」＝12.0%、「福祉サー
ビス事業者」＝同11.6%が上位であり、テレビやラジオ等のマ
スメディア、行政職員や消防・警察といった回答は少なく、身
近な者から情報を得ていたことがわかる。

東日本大震災における避難情報の入手方法

「家族・親戚」＝16.0%（回答者数1,016人に対する割合）、「福祉
サービス事業者」＝11.9%が上位であり、行政職員等といった回答は少
なく、身近な者から誘導支援を得ていたことがわかる。「その他」「支
援なし」、「未記入」には、避難しなかった場合が含まれていることが
考えられる。

東日本大震災における避難誘導の支援

出典：日本障害フォーラム（JDF）実施調査（2012年7月～11月実施）
調査対象：陸前高田市の障害者手帳所持者と自立支援医療利用者1,357人、訪問調査による面談者数1,016人から回答を得たもの。
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３．災害時・緊急時における高齢者、障害者等の困難について

逃げることができない

①どこに逃げればいいかわから
ない（視覚、聴覚、知的、発達障害）

②困っていることが伝えられな
い（視覚、聴覚、知的、発達、精神障害）

③自力で逃げることができない
（車いす、視覚、聴覚、知的、発達障害）

④平常時と違う状況に対応でき
ない（視覚、聴覚、知的、発達、精神障

害）

■避難して
いるとき
（避難する
経路にて）

危険がわからない
（視覚、聴覚、知的、発達障害）

■発災時
又は発災の
おそれが生
じた時

(ｻﾎﾟｰﾄ)的確に情報を伝える

困っている人がいたら、具体的な言葉
で、ゆっくり、はっきり、短く、具体的
に情報を伝える。

聞こえない場合、声をかけてもわから
ないので、見える位置から状況を伝える。

知的、発達、精神障害の方に対しては、
強い口調は避ける。 など

(ｻﾎﾟｰﾄ)その人にあった
支援、介助を行う

困っている人がいたら、希望の介助方
法を聞いて対応。

視覚障害者の場合は、半歩前を二人分
の幅員をとり、階段などの状況を伝えな
がら歩いて誘導。

聞こえない人を見つけたら、誘って一
緒に逃げる。

わかりやすい言葉で具体的に伝える。
理解できない場合は、手を引きながら誘
導。

介助者がいる場合でも、介助者に過度
の負担がかからないよう、介助者ととも
にサポートする。 など

危険がわからない
（視覚、聴覚、知的、発達障害）

避難場所の環境に対応できな
い

①大勢のいる大空間に対応できな
い（車いす、視覚、知的、発達障害）

②いつもと違う状況で不安になる
（知的、発達、精神障害）

③個々の障害の特性による事情に
より対応できない（共通、車いす、視覚、

知的、発達、精神障害）

■避難
した
先で

（避難

する
場所
にて）

３.災害時・緊急時における高齢者、障害者等の困難について

(ｻﾎﾟｰﾄ)その人にあった支援、
介助を行う

体温調節が難しい場合などは、別の部
屋を用意するなどの配慮。

居場所がわからなくなったりする場合
は、広い空間の中央部などは避け、壁沿
いなどに場所を確保。居場所をわかりや
すくするため、間仕切りを設置。

不安定になっている時などは、大声で
叱ったりせず、その場から離して気持ち
を静めるなどの対応。

薬を飲むこと、静かに寝ることに対す
る配慮。 など

トイレが使えない

①トイレを使うことができない
（車いす、視覚、知的、発達障害）

②普段と違うトイレの使い方がわ
からない （共通、視覚、知的、発達障害）

(ｻﾎﾟｰﾄ)体調にも影響する重要
事項のため、細やかなサポート
を行う

介助が必要な場合に遠慮せずに介助が
依頼できるようにする配慮。

建物内のトイレは、高齢者、障害者等
が優先で使えるような配慮。

使い方が変更になった場合は、その都
度情報を提供。 など
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■避難
した
先で

（避難

する
場所
にて）

３.災害時・緊急時における高齢者、障害者等の困難について

情報を入手できない・
入手しにくい

①聴覚による情報が
入手できない・入手しにく
い（聴覚障害）

②視覚による情報が
入手できない・入手しにく
い（視覚障害）

③視覚・聴覚による情報が
入手できない・入手しにく
い（盲ろう者）

(ｻﾎﾟｰﾄ)
①音声による情報は文字で提示する

筆談のための筆記用具、ボードなどを準備。

手話通訳、要約筆記者を配置し、その近くに
利用者を配置する

「障害者用情報受信機」を設置し、手話通訳
付き、字幕付き、解説付きの報道に関する情報
を提供する など

②繰り返し音声で情報を流す

周囲に音声が氾濫する中では個別に情報を伝
える

録音したものを渡す など

③手書き文字などで伝える

少し見える場合や少し聞こえる場合もあるの
で、伝えようという姿勢で、状況に応じた手段
を選択する。 など

(ｻﾎﾟｰﾄ)情報を理解しにくい人を発
見し、必要な情報を提供する

ヘルプカードを持っている場合はそれを参考
としつつ、その人に合う方法で情報を伝達する
ように努める。 など

情報を理解しにくい
（知的、発達、精神障害）

４．高齢者、障害者等の避難における施設整備と情報提供の課題

高齢者、障害者等の配慮事項チェックリスト（案）
施設整備と情報提供の留意点をまとめたチェックリスト（案）
を作成

課題、対応策、事例は、災害時・緊急時の場面ごとに整理

平常時における事前の備え
発災以前の平常時における避難する場
所の認識・理解等の課題・対応策を検
討

発災時又は発災のおそれが
生じた時

建築物や交通施設等の「発災時」に
いた危険な場所における課題・対応
策を検討

避難する経路
道路等の「避難する経路」における
課題・対応策を検討

避難する場所 「避難する場所」における避難時
当初の課題・対応策を検討

○情報提供については、
各場面に共通して、

・情報へのアクセスの
向上：多様な手段に
よる情報提供

・情報理解の向上：わ
かりやすい情報提供

の課題がある。
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４．高齢者、障害者等の避難における施設整備と情報提供の課題

■平常時における課題

災害の危険や避難方法
等についての情報入
手・利用の課題

•危険性や避難の方法、避難する先が異なること、場合によっ
ては逃げなくてよい場合があることなどを正しく理解。

•避難する場所等において、多様な手段による情報提供、わか
りやすい情報提供が必要。

•自身の安全を確保した上で、周囲に支援を必要としている人
がいないか確認。

↑ヘルプカード
周囲に障害の理解や助けを

求めるためのツール

↑防災ベスト
避難時や避難所に、視覚障害があること

を周囲に認識してもらうためのツール

自分では困っている状況を発信
しにくい場合などに活用

避難訓練等への参加、
支援力・受援力の課題

•高齢者、障害者等の参加を呼び掛けた避難訓練等の実施によっ
て、困難な状況等への理解を深め、避難ルートを確認しておく
こと等が必要

•支援を必要としている人がいる場合、応援を要請し
て救助等にあたる。

•平常時より当たり前のこととして根付いていること

•支援する者が自らを危険にさらさないよう、責任範
囲を明確にする。

■発災時又は発災のおそれが生じた時における課題

垂直移動の確保

• 階段避難車を配備。

• 人による搬送がしやすい階段の幅員や緩勾

配の確保。

災害情報に関する多様な手段による情報提供、わかりやす
い情報提供

• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した「多様な手段に
よる情報提供」（文字、音声、点字、記号、筆談、手話、録音、
光、振動等）

• わかりやすい情報提供

課

題

困

難

課

題

自宅、外出先（職場、移動中）など

駅

垂直移動設備が使用できず危険な場所から
脱出することが困難

※エレベーターが使用できないことにより

• 駅構内から出られない、公共交通機関を利用

できない。

• 自宅から出られない、自宅に帰ることができ

ない。

災害の状況等に関する情報の利用が困難

• アナウンス（音声）だけでは情報の入手が困難。

• 表示（文字）だけでは情報の入手が困難。

• 携帯電話や手話など、さまざまな媒体が使える状態でないと、

情報が入手が困難。

• 通常よりも情報の入手が困難、理解が困難。

• わかりやすい情報提供を行わないと、情報の理解が困難。

困

難
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避難する方向等に関する多様な手段による情報提供、わかりや
すい情報提供

• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した「多様な手段による
情報提供」（文字、音声、点字、記号、筆談、手話、録音、光、振
動等）夜間でも見やすい案内表示の設置。

• わかりやすい情報提供

■避難する経路における課題（津波避難・地震に伴う火災延焼避難共通）

平常時からの移動の確保

• 段差の解消（段差や階段のスロープ化など）、手すりの設置
（段差が１段であっても設置）。

• 急勾配でも段差を解消（すりつけ）、手すりの設置。
• 避難する経路への視覚障害者誘導用ブロックの敷設。

課

題

夜間や停電時の対応

• 避難する経路上に明り（ソーラー式の照明
など）を設置。

• 避難する経路上の反射板や舗装の工夫。

避難する場所災害発生時に
いた場所

自宅、外出先
（職場、移動中）など

駅

避難する経路

避難する場所の方向がわからない

• 避難方向に関するわかりやすい情報提供（サインの設置など）がな
いと避難が困難。

平常時から移動が困難

• 階段がある、不必要な段差があるなどにより、平常時より移動
が困難。

• 一般的なバリアフリー化が実現されておらず、安全な避難が困
難。

明るさが得られず周囲や路面の状況が確
認できないことで移動が困難

• 路面や周囲の状況が見えにくくなり、避難
困難。

• 危険の察知がしにくく、安全な避難が困難。

困

難

Help

課

題

困

難

課

題

困

難

■避難する経路における課題（津波避難の場合）

避難する場所の確保

• 避難しなくてよい高台・住宅の高層階への居住
促進。

• 近くに避難できる場所（津波避難ビル・タ
ワー）の確保。

• 近くに避難できる高台の確保。

• 高台等への避難ルートの確保。

• 歩行速度が遅い人がいても安全に避難できる幅
員の確保。

• 車で避難する場合に備えて避難先への駐車場の
確保。

高所に昇ることを助けるための配慮

• 避難する経路において緩やかなスロープ化。

• 階段への手すりの設置。

• 介助できる幅の確保。

• 階段ではなくスロープ（勾配はきつくなるが介助して
上がれることを許容）の設置。

• 車で避難する場合に備えて避難先への駐車場の確保。

課

題

災害発生時に
いた場所

自宅、外出先
（職場、移動中）など

駅

避難する場所

高台津波避難ビル・タワー

避難する経路

歩行速度が遅いため、津波到達までの短時間
避難が困難

• 平野部など、高台までの距離がある場合、津波
到達までの高台への避難が困難。

避難途中の急勾配や階段を昇ることが困難

• 階段や急勾配の避難経路では避難が困難。

• 幅の狭い避難経路では介助者との避難が困難。

困

難

課

題

困

難
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■避難する経路における課題（地震に伴う火災延焼避難の場合）

道路の閉塞等への対応

※通常の防災対策として実施する対応

• 沿道の対策（老朽木造住宅の建て替え、塀の撤去な
ど）による、道路を閉塞するガレキなどの散乱防止。

• 通行の妨げとなる植木鉢や看板などが散乱しない沿道
対策。

• 点検による避難する経路の確保。

道路の不陸、陥没、亀裂等への対応

• 不陸、陥没、亀裂等や段差を生じさせにくい舗装
の工夫。

（インターロッキング舗装を避けるなど）

• 点検による避難する経路の確保。

課

題

避難する場所
代替ルート

災害発生時に
いた場所

自宅、外出先
（職場、移動中）など

駅

避難する経路

不陸、陥没、亀裂等による路面の段差によっ
て移動が困難

• 不陸や波打ち、陥没、亀裂等により物理的に通行
が困難。

• 障害物につまづくなどの危険が発生。

• いつものルートが通れないことによって混乱。

道路上の障害物によって移動が困難

• ガレキの散乱などにより物理的に通行が困難。

• 障害物につまづくなどの危険が発生。

• いつものルートが通れないことによって混乱。

困

難

課

題

困

難

避難する場所
（体育館など）

■避難する場所における課題

避難する場所に入ることが困難、
入った後に移動が困難

•出入り口の階段、移動経路上の不必要な段差な
どにより、平常時より移動が困難。

避難する場所が過ごしにくい

•混雑しており、移動が困難。

•空間が広すぎるため位置がわからない。

•状況が頻繁に変わるため対応が困難。

移動や情報の利用に必要な電源等が確保できない

•バッテリーが切れると電動車いすで移動困難。

•携帯電話など、さまざまな媒体が使える状態でないと、情報の入
手が困難。

身近に避難する場所を確保

•身近な施設の活用、中継地点を設ける。

•避難先での駐車場確保。

避難する場所のバリアフリー化

•段差解消されている施設を指定。

•段差にスロープを設置し、段差を解消。

•段差への手すりの設置、介助できる幅員の確保。

避難する場所の環境整備

•支援を要する人のための専用のスペースの確保。

•間仕切り壁、バルーンシェルター等によって空間
を仕切る。

•位置が確認しやすく移動しやすい場所の確保。

避難する場所における多様な手段による情報提供、わか
りやすい情報提供

• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した「多様な手段に
よる情報提供」（文字、音声、点字、記号、筆談、手話、録音、
光、振動等）

• わかりやすい情報提供

トイレの整備

•日頃からの多機能トイレの充実。

•災害用トイレにおける車いす使用者等への対応。

•段差がなく、手すりがある災害用トイレの確保。

電源確保

•電動車いすのバッテリー確保

•情報入手のために必要な機器（携帯、補聴器など）の電源の確保。

課

題

課

題

課

題

トイレ

トイレが使えないという切実な問題

•車いすで入れる広さのトイレがない。

•段差のあるトイレの使用が困難。

•囲いがない。においが拡散。

•操作が複雑でやり方が理解困難。汚物の処理が困難。

長距離の歩行が困難で、遠方の避難する
場所への到達が困難

他の避難者が入手できている情報が入手できない、入手
しにくい

•音声だけや文字だけでは情報の入手が困難。

•わかりやすい情報提供を行わないと、理解困難。

困

難

困

難

困

難

課

題

困

難

課

題

困

難

課

題

困

難
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５．施設整備と情報提供において求められる対応策

■対応策と事例の一覧

場面 対応策 ●日常的なバリアフリー環境の向上による対応事例 ■災害時に利用する施設等の対応事例

平常時における備え 避難する場所等に関する多
様な手段による情報提供、
わかりやすい情報提供

●1-1防災マップのアプリから確認できる ■1-2点字版、テープ版のハザードマップ
■1-3避難する場所のバリアフリー情報をホーム

ページ上で提供

支援力と受援力の向上 ●1-4ヘルプカード等の活用
●1-5絵カードの活用

発災時又は発災のおそれ
が生じた時

災害情報に関する多様な手
段による情報提供、わかり
やすい情報提供

●2-1ＬＥＤ電光表示板による情報提供 ■2-2高性能スピーカー・誘導フラッシュ・LEDによる
音と光と文字の情報提供

■2-3防災行政無線と端末による音と光の情報提供

垂直移動の確保 ■2-4階段避難車

避難する経路 共通 平常時からの移動の確保 ●3-1平常時からの歩行空間のバリアフリー化
●3-2平常時からの生活道路の拡幅整備とバリアフリー化

避難する方向等に関する多
様な手段による情報提供、
わかりやすい情報提供

●3-3わかりやすい道路標示の工夫

夜間や停電時の対応 ●3-4誘導標識と照明設置 ■3-5避難施設等にソーラー式の照明装置を設置
■3-6蓄光石を用いた避難誘導標識を設置

津波避難 避難する場所の確保 ●3-7身近にある建築物を津波避難ビルに指定 ■3-8身近に津波避難高台を整備
■3-9身近に津波避難タワーを整備

高所に昇ることを助けるた
めの配慮

●3-10自走式の駐車場を津波避難ビルに指定

●3-11階段を幅広く、緩勾配とし、手すりを付ける
●3-12スロープを付ける

地震に伴う
火災延焼避
難

道路の不陸、陥没、亀裂等
への対応

●3-13不陸、陥没、亀裂等を生じさせない舗装の工夫

道路の閉塞等への対応 ●3-14道路の閉塞を低減する工夫

避難する場所 身近に避難する場所を確保 ●4-1民間施設等を避難する場所に指定する工夫 ■4-2中継地点を設ける工夫

避 難 する場 所の バリ ア フ
リー化

●4-3バリアフリー化されている施設を避難する場所に指定

避難する場所の環境整備 ●4-4専用のスペースを確保する工夫 ■4-5間仕切り壁等によって空間を仕切る工夫

トイレの整備 ●4-6多機能トイレの充実 ■4-7災害用トイレの工夫
■4-8広さのある災害用トイレ

避難する場所における多様
な手段による情報提供、わ
かりやすい情報提供

●4-9筆談ボードやトーキングエイド等の活用
●4-10平常時からの文字表示装置の活用や発電機装置を

確保
●4-11アイ・ドラゴンを設置した避難する場所

電源確保 ■4-12災害時支援設備等を活用

■平常時において求められる対応策

避難する場所等に関
する多様な手段によ
る情報提供、わかり
やすい情報提供

• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した「多様な手段
による情報提供」（文字、音声、点字、記号、筆談、手話、
録音、光、振動等）わかりやすい情報提供

• 避難する場所のバリアフリーにかかる情報提供

事例1-2：点字版、
音声版のハザー
ドマップ

事例1-1：防災マップが
アプリから確認できる

事例1-3：避難す
る場所のバリ
アフリー情報
をホームペー
ジ上で提供

（兵庫県尼崎市）

（東京都杉並区）

（東京都町田市・町田ハンディキャップ友の会）
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■平常時において求められる対応策

支援力と受援力
の向上

• 相互のコミュニケーションの手助けとなるツール（ヘルプカード、
絵カード等の活用）

事例1-4：ヘルプカード等の活用

ヘルプカード（左）
ヘルプマーク（右）

（東京都）

事例1-5：絵カードの活用

（東京都荒川区）

○ここに支援してもらい
たい内容を記入する。
○例えば、アレルギーの
ある人は、アレルギー症
状や食べられない物等を
記入する。
○ステッカーになってい
るので、赤いヘルプマー
クに貼る。

おたすけごまっ
ち（「ひらけ！

GOMA～open! 
sesami.」プロジェク
ト）

■発災時又は発災のおそれが生じた時において求められる対応策

災害情報に関する
多様な手段による
情報提供、わかり
やすい情報提供

• 電光掲示板などで緊急時の情報を提供できるよう災害時にこれら
が活用できるよう備えておく

• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した「多様な手段によ
る情報提供」（文字、音声、点字、記号、筆談、手話、録音、光、振動等）

事例2-1：ＬＥ
Ｄ電光表示板
による情報提
供

事例2-3：防災行政無線と端末機による
音と光の情報提供

（東京都豊島区）
（上：静岡県焼津市）
（右：高知県黒潮町）
（下：島根県出雲市）事例2-2：高性

能スピー
カー・誘導フ
ラッシュ・
LEDによる音
と光と文字の
情報提供

出典：TOA（株）、（株）キクテック資料
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■発災時又は発災のおそれが生じた時において求められる対応策

垂直移動
の確保

• 人的支援を前提にして、階段避難車の配備
• 広幅員・緩勾配で手すりを設置するといった平常時からのバリアフリー
性能の向上

事例2-4：階段避難車
•参考：静岡県
•津波に対し、寝たきりの高齢者
や車いす利用者でも施設の屋上
に安全に避難できる設備や装置
のアイデアについて公募

※階段避難車には電動（バッテリー）で階段の昇降ができるタイプと下り避難専用の
タイプがあり、電動タイプは救援物資の階上運搬にも利用できる。
※下り避難専用の階段避難車は、基本的には上階から下階に下ろすものであり、地下
にいた場合などにおいて、上階の避難階へ昇ることはできない。また、階段避難車
は、車いす使用者の場合、自身の車いすから乗り換える必要がある。

出典：（株）サンワ HP

出典：テクノグリーン（株）（輸入元） HP

■避難する経路において求められる対応策（津波避難・地震に伴う火災延焼避難共通）

平常時か
らの移動
の確保

• 段差の解消（階段や段差のスロープ化）
• 手すりの設置
• 視覚障害者誘導用ブロックの敷設

事例3-1：平常時からの歩行空間の
バリアフリー化

事例3-2：平常時からの生活道路
の拡幅整備とバリアフリー化

（兵庫県神戸市） （東京都豊島区）
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■避難する経路において求められる対応策（津波避難・地震に伴う火災延焼避難共通）

避難する方向等に関する多
様な手段による情報提供、
わかりやすい情報提供

• わかりやすく見やすい案内表示
• 夜間でも見やすい案内表示

出典：積水樹脂（株）（電子カタログ） HP

溶融噴射式路面
カラー塗装

ガイドウェイライン
（貼付・型枠工法）

※色による視覚
的誘導効果を期
待

※道路を開削せず施
工可能

出典：（株）キクテック 資料

事例3-3：わかりやすい道路標示の工夫

■避難する経路において求められる対応策（津波避難・地震に伴う火災延焼避難共通）

夜間や停電時
の対応

• 避難する経路上への明り（ソーラー式の照明等）の設置
• 反射板の設置や舗装の工夫

事例3-4：誘導標識と照
明設置

事例3-5：避難施設等に
ソーラー式の照
明装置を設置

事例3-6：蓄光石を用いた
避難誘導標識を
設置

（宮城県仙台市）

（静岡県焼津市、
高知県黒潮町）

（高知県高知市）

※避難計画見直し のため、避難誘導標識の新規の
設置は行われていない。
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■避難する経路において求められる対応策（津波避難の場合）

避難する場所
の確保

• 身近に避難する場所（津波避難ビル・タワー）の確保
• 高台等への避難ルートの確保
• 歩行速度が遅い人がいても安全に避難できる幅員の確保
• 自動車で避難する場合に備えて駐車場の確保

事例3-8：身近に津波避難
高台を整備

事例3-9：身近に津波
避難タワーを整備

事例3-7：身近にある建築
物を津波避難ビルに指定

（静岡県焼津市）

（静岡県焼津市）（静岡県焼津市）

■避難する経路において求められる対応策（津波避難の場合）

高所に昇るこ
とを助けるた
めの配慮

• 上りやすくするための階段への手すりの設置
• 急勾配において、可能な限りゆるやかなスロープ化、滑りにくい舗装
• 介助しながら上がれる幅員の確保

事例3-11：階段を幅広く、
緩勾配で、手すりを付ける

事例3-12：スロープを
付ける

事例3-10：自走式の駐車場を
津波避難ビルに指定

（高知県（津波避難タワー設計
のための手引き）より抜粋）

（高知県高知市、
静岡県御前崎市）

（静岡県静岡市
（エスパルスドリームプラザ））
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■避難する経路において求められる対応策（地震に伴う火災延焼避難の場合）

道路の不陸、
陥没、亀裂
等への対応

• インターロッキング舗装を避ける
• 根上り防止工による日常的なバリアフリー対策
• 危険性を点検等によって予め確認し、安全なルートを複数選定

事例3-13：不陸を生じさせない舗装の工夫

（神奈川県横浜市）

①施工前（根上
りした状況）

②施行中（既存
の根系を傷めな
いよう掘削）

③施行中（路床
部に特殊な土壌
を設置）

④完成（舗装完
了、植樹ますは
大きめに）

■避難する経路において求められる対応策（地震に伴う火災延焼避難の場合）

道路の閉塞
等への対応

• 耐震性能の低い建築物の建替えや耐震改修、ブロック塀の撤去
• 通行の妨げとなる植木鉢や看板等の散乱等の沿道の対策による道路閉塞
の防止

• それらの危険性を点検によりチェックし安全なルートを選定

事例3-14：道路の閉塞を低減する工夫

○耐震改修やブロック塀撤去の
助成事業

○ブロック塀や駐車場の情報も含め危険なルー
トを避け、避難ルートを検討

（静岡県
焼津市）

（静岡県
焼津市）



概要版 16 

 

 

■避難する場所において求められる対応策

身近に避難
する場所を
確保

• 身近な施設の活用
• 中継地点を設定

事例4-1：民間施設等を避難する場所に指定する工夫 事例4-2：中継地点を設ける
工夫

（東京都荒川区）

（静岡県焼津市）

（岩手県宮古市
道の駅「たろう」）

■避難する場所において求められる対応策

避難する場
所のバリア
フリー化

• 段差にスロープを設置し、段差を解消
• 段差への手すりの設置
• バリアフリー化された施設を、避難する場所として優先的に指定

事例4-3：バリアフリー化されている施設を避難する場所に指定

（埼玉県松伏町）

○段差のない入り口 ○塀のセットバックによ
る歩道状空地の確保

○オストメイト用専用流し
を設置した多機能トイレ

○遠赤外線暖房を備えた
体育館

（東京都板橋区）
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■避難する場所において求められる対応策

避難する場
所の環境整
備

・専用のスペースの確保
・間仕切り壁やバルーンシェルター等によって空間を仕切る
・大空間であっても位置が確認しやすく移動しやすい場所の確保

事例4-4：専用のスペースを確保
する工夫

事例4-5：間仕切り壁等によって空間を仕切る
工夫

出典：新潟紙器工業（株） HP

出典：ユニトレンド（株）

○消防署とホテルを合築、ホテル
は災害時要援護者避難場所として
協定締結

（神奈川県川崎市）

■避難する場所において求められる対応策

トイレの整
備

• 避難する場所における日頃からの多機能トイレの充実
• 通常のトイレで汚物を凝固させることのできる災害用トイレの備蓄
• 段差がなく手すりがある災害用トイレの確保

事例4-6：多機能トイレ
の充実

事例4-7：災害用トイレ
の工夫

○薬剤等により便を固
める製品

事例4-8：広さのある災害用
トイレ

○テントと災害用トイレを
組み合わせ

出典：ユニトレンド（株） HP

出典：（株）エクセルシア HP

（東京都杉並区）
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■避難する場所において求められる対応策

避難する場所におけ
る多様な手段による
情報提供、わかりや
すい情報提供

• 音声情報と文字情報の両方を提供
• 視覚、聴覚、触覚などの様々な感覚を活用した情報提供（文字、
音声、点字、記号、筆談、手話、録音、光、振動等）

事例4-10：平常時からの文字表示装置
の活用や発電機装置を確保

○ユニバーサルデザインとしての
センター設備

１．非常警報

２．文字表示装置

３．エレベータ

４．だれでもトイレ

５．多機能多目的集会室

６．手話通話システム

７．案内

８．心のバリアフリー

（東京都渋谷区
（東京聴覚障害者自立支援センター））

※出典：TALKING AID 
Café HP

※出典：特定非営利活動法人
阿波グローカルネッ
ト HP

事例4-9：筆談ボードやトーキングエイド
等の活用

事例4-11：アイ・ドラゴンを設置
した避難する場所

（福島県郡山市
（郡山市障害者福祉センター））

■避難する場所における対応策と事例

電源確保 • 電動車いすのバッテリー確保
• 情報取得のために必要な機器（携帯、補聴器など）の電源の確保

事例4-12：災害時支援設備等を活用

■中野セントラルパーク
○防災機能
・防災備蓄倉庫（中野区）
・防災井戸
・防火水槽
・被災者受入スペース
・充電施設（携帯電話等の
充電用）
・災害時利用可能トイレ
・中水の供給（散水栓）

■中野四季の森公園
（防災公園）
・防災井戸
・マンホールトイレ
・防災兼用照明灯
・管理棟（防災備蓄倉
庫、災害時利用可能ト
イレ、太陽光発電パネ
ル）

（東京都中野区（中野セントラルパーク））

※出典：中野セントラルパーク HP 図に加筆
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6.バリアフリー化されたまちづくりの普及推進方策

6-1
地域におけ
る取り組み
の推進

（１）地域における点検などの具体的な取り組みの推進

地域の特性（想定される災害、地形、人口構成、人的支援の充足度や自
動車避難の可能性等）を踏まえた、施設整備を含む総合的な避難環境の
向上のための取り組みを推進。

地域における点検、ワークショップ等の具体的な検討による避難環境の
課題発見と、地域の資源を最大限活用し、地域の強みを生かした解決策
の検討と実現の推進。

「高齢者、障害者等の配慮事項チェックリスト」の活用による、避難時
の高齢者、障害者等への配慮の充実。

（２）訓練や教育による防災意識の向上

「危険であっても逃げない」という「正常化の偏見」を克服するための
教育と避難訓練の実施。

高齢者、障害者等の当事者や支援する人が参加する避難訓練の実施が重
要。

（３）関係部局の連携

消防部局、土木・建築部局、福祉部局等多岐に渡る関係部局の連携によ
り課題の解決を進めていくことが必要。

地域との連携、地域における避難訓練の実施や計画策定などの具体的な
活動への参画が重要。

6-2
避難環境
の向上の
ための配
慮・工夫

6-3
スパイラ
ルアップ
（段階的・
継続的な
発展）

6.バリアフリー化されたまちづくりの普及推進方策

（１）平常時からの避難環境の向上

安全な避難には、日常的に使い慣れている身近な避難経路や避難場所
の活用を図ることが重要。

平常時から、これらにおけるバリアを解消しておくなど、使いやすい
環境を整備しておくことが必要。

平常時より身近な施設として利活用できる施設の整備と災害時の利活
用を見通した機能の付加が必要。

（２）避難施設等におけるあと少しの配慮・工夫

避難施設等における災害時に発生する困難な状況を低減させ、人的サ
ポートの負荷を軽減させるための、あと少しの配慮が必要。

例えば、手すりの設置、ゆとりある幅員や緩やかな勾配の確保等によ
る、安全で昇りやすく、避難時間の短縮につながる、介助者が介助し
やすい避難階段とする等。

6-2
避難環境の
向上のため
の配慮・工
夫

6-1
地域にお
ける取り
組みの推
進

6-3 ス
パイラル
アップ
（段階的・
継続的な
発展）
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6.バリアフリー化されたまちづくりの普及推進方策

6-3
スパイラル
アップ
（段階的・
継続的な
発展）

（１）研究・技術開発の促進

ICT活用による情報提供、表示サインの工夫や公共空間における避
難関連情報の提供のあり方など、今後も継続的に検討が必要。

多様な障害への対応に関する研究成果の活用が必要。

設備や機器を効果的に組み合わせた避難環境の向上が必要。

（２）様々な取組みを踏まえたスパイラルアップ
（段階的・継続的な発展）

各地の取組み並びに技術開発等を踏まえ、災害時・緊急時に対応し
た避難経路等のバリアフリー化と情報提供のあり方についても常に
見直しをしていくことが必要。

環境整備の取り組みにあたって「高齢者、障害者等の配慮事項
チェックリスト」の活用と充実を図っていくことが必要。

6-2
避難環境
の向上の
ための配
慮・工夫

6-1
地域にお
ける取り
組みの推
進

場面 高齢者、障害者等の避難に関する課題 チェックリスト

平常時における

備え

避難する場所等に関する情報の利用が困難
◇避難先（福祉避難所含む）に関する情報や各種ハザードマップなどの情報が届くようになっていますか

◇避難先に段差がないか、多機能トイレがあるかなどの情報がありますか

支援力と受援力の向上 ◇コミュニケーションを図る手段がありますか

発災時又は発災の

おそれが生じた時

災害の状況等に関する情報の利用が困難
◇災害の状況を迅速に伝えるために、視覚、聴覚、触覚などの様々 な感覚を活用した情報提供（文字、音声、点字、記号、

筆談、手話、録音、光、振動等）がありますか

垂直移動施設が使用できず危険な場所から脱出することが困難 ◇エレベーターが使用できなくなった時に、階段を昇降できない方への対策がありますか

避
難
す
る
経
路

共
通

平常時から移動が困難

（階段がある・不必要な段差がある）

◇避難する経路はバリアフリー化されていますか

◇避難する経路は、危険が少ないですか。また、短縮化するなどの工夫ができますか

避難する場所の方向がわからない
◇避難する経路上にわかりやすく見やすい案内表示はありますか

◇案内表示は夜間でもわかりやすくなっていますか

明るさが得られず周囲や路面の状況が確認できないことで移動

が困難
◇避難する経路が停電時に暗くならないよう、工夫されていますか

津
波
避
難
の
場
合

歩行速度が遅いため、津波到達までの短時間避難が困難

◇津波到達までの短時間避難が困難な場合、高台や住宅等の高層階への居住の促進を行っていますか

◇津波到達までの短時間避難が困難な方に対して、近くに避難できる場所や避難ルートを確保していますか

◇歩行速度が遅い人がいても安全に避難できるよう、避難する経路に十分な幅がありますか

◇車で避難する場合に備えて、駐車可能なスペースがありますか

避難途中の急勾配や階段を昇ることが困難（高台） ◇高台へ避難する経路等が急勾配や階段である場合、安全に昇るための工夫がありますか

避難途中の急勾配や階段を昇ることが困難（津波避難ビル・タ

ワー）
◇津波避難ビルや津波避難タワーの階段を昇ることが困難な高齢者や障害者等に対する工夫がありますか

地
震
に
伴
う
火
災

延
焼
避
難
の
場
合

不陸、陥没、亀裂等による路面の段差によって移動が困難
◇避難する経路について、揺れによって不陸、陥没、亀裂等や段差の生じやすいインターロッキング舗装を避けるなど、段

差を生じさせない舗装の工夫がありますか

道路上の障害物によって移動が困難
◇避難する経路について、沿道の看板や植木鉢など、通行の妨げとなる障害物が経路上に散乱しないような沿道の対策があ

りますか

避難する場所

長距離の歩行が困難で、遠方の避難する場所への到達が困難
◇長距離の歩行が困難で、遠方の避難する場所への到達が困難な場合、身近な施設を避難場所に指定するなどの工夫があり

ますか

避難する場所に入ることが困難、また、入った後に移動が困難 ◇施設の出入り口等の段差の解消をはじめとする、避難所のバリアフリー化がされていますか

避難する場所が過ごしにくい ◇大空間に大勢の人がいることで、過ごしにくさを感じる高齢者や障害者等への配慮がありますか

トイレが使えないという切実な問題
◇多機能トイレがありますか

◇災害用トイレは準備されていますか

他の避難者が入手できている情報を入手できない、入手しにく

い

◇避難者に必要な情報を伝えるために、視覚、聴覚、触覚などの様々 な感覚を活用した情報提供（文字、音声、点字、記号、

筆談、手話、録音、光、振動等）がありますか

移動や情報の利用に必要な電源等が確保できない ◇移動や情報の利用に必要な電源等がありますか

高齢者、障害者等の配慮事項チェックリスト（案）
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地方公共団体の取り組み事例

1）焼津市（静岡県）
の取り組み

○津波避難ビルの指定・整備
・福祉施設に津波避難用の外階段を設置
（特別養護老人ホーム「つばさ」）

※焼津市の津波到達時間は２分（津波高１メートルの
場合）とされている。内閣府・ 南海トラフ巨大地
震対策検討ワーキンググループ「南海トラフの巨
大地震による津波高・浸水域等（第二次報告） 」
（平成24年8月29日）

○焼津市は東海地震、東南海、南海地震に備え、地震・津波対
策に取組んでいる。津波の到達時間が早い（※）ことから、身
近な避難する施設の充実を図っている。また、自治会におい
て、地域の実情を考慮した津波避難地図を作成している。

○高台に整備した避難する経路
・スロープ化し、手すりを設置

○自治会が作成した津波避難
地図

・道路の幅や沿道のブロック
塀等を考慮して、ルートを
選定 ○避難する経路には着脱可

能な非常照明灯を設置

地方公共団体の取り組み事例

2）黒潮町（高知県）
の取り組み

○津波避難タワーの整備
・階段を２箇所に設置。高知県で
は、避難施設等の階段の寸法つ
いて、小学校児童用を用いるこ
とを示している。

※黒潮町の最大津波高さ34.4メートル
（満潮位・地殻変動考慮）とされて
いる。内閣府・ 南海トラフ巨大地震
対策検討ワーキンググループ「南海
トラフの巨大地震による津波高・浸
水域等（第一次報告） 」（平成24年
3月31日）

○黒潮町は東南海、南海地震に備え、地震・津波対策に取組ん
でいる。津波高さの予測が全国最大（※）とされたことから、
地区別に津波避難のカルテを作成し、避難施設等を見直し、
身近な避難する施設の充実を図っている。

○小学校のバルコニーから裏山
へ避難する経路を整備

・校舎内の幅広で緩やかな階段
を通り、学校の裏山に避難す
ることが可能になった。

○津波避難のカルテ
・町と地区住民とで作成し、避難施設等を整備

(地区名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　●● 避難場所名：　　　●●　　　　　)

・津波浸水域外又は津波浸水深以上か【安全度Ａ】
・標高20m以上か【安全度Ｂ】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高さ不足（12.8ｍ）
・山崩れ(山地の場合)や倒壊(建物の場合)などの危険性がないか
・住家連担地から海側、河川側ではないか　　　　　　　　　　　　　　　　　海側・河川側ではない

・到達時間、距離は適当か(想定されている津波到達時間内で避難可能か)
1.0m／秒・・・600m／10分(老人自由歩行、群衆歩行)
0.5m／秒・・・300m／10分(身体障害者、乳幼児等)

・避難場所としての広さは適当か(避難想定人数に見合った広さが確保されているか) 【目安：1.0m2/人】
・建物があるか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　防災倉庫有

・夜間照明があるか(ソーラー電源が望ましい)　　　　　　　　　　　照明なし

・避難場所は高さが不足しているので、見直しが必要。そこから上へ高い場所は有る。
・経路は道幅が狭く、高齢者や夜間の避難は困難。　
・防災倉庫は高い場所へ変更必要 。　・場所は国交省の所有地、セメント舗装有。

・海岸沿いや河川沿いなど危険な経路となっていないか　　　　海や河川沿いではないが道そのものが危険
・山崩れや建物・塀などの倒壊の可能性はないか　　　　　　　　山道なので山の崩壊があれば通行不可
・経路中の橋梁等構造物の耐震性は問題ないか
・段差や滑り易い箇所、舗装はされているか　         　　　　　  　舗装有
・立木・枝葉などの障害物はないか　　　　　　　　　　　　　　　　　 無
・勾配が急でないか　　                                         　　　　　　　　 急勾配
・手すりは設置されているか　                                   　　　　　 　有

・避難場所までの避難路整備はできているか
・避難路幅員は確保されているか(概ね1.5m以上が望ましい)　　　　　幅員0.9ｍ（一番狭い所）
・日々の生活で道線として使いなれている経路か　　　　　　　　　　　　生活道ではない

・誘導灯は整備されているか(ソーラー電源が望ましい)　　　　　　　　　無

・入り口付近は、国交省が整備予定。
・セメント舗装有るが、滑りやすく危険。
・旧●●さんの墓地に防災倉庫を置く。（●●さんが提供するとの意思表示あり。）

種別 確認項目 チェックリスト

避難路
避難経路

安全性

到達可能性

誘導性

その他

避難場所・避難路・避難経路見直しのチェックリスト

種別 確認項目 チェックリスト

避難場所

安全性

到達可能性

居住性

誘導性

その他
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地方公共団体の取り組み事例

3）仙台市（宮城県）
の取り組み

○仙台東部道路の法面に設置された避難階段
・下図は設置箇所

○仙台市は東日本大震災を受けて、津波避難の整備に関する検
討の一環として「津波からの避難の手引き」を作成している。
また、市内の仙台東部道路においてNEXCO東日本が法面に
避難階段を設置している。

○津波からの避難の手引き（暫定版）
・津波避難についてわかりやすく解説している。

地方公共団体の取り組み事例

4）板橋区（東京都）
の取り組み

○板橋区は、小中学校の整備にあたって、避難する場所として
の機能を踏まえた環境整備を行なっている。バリアフリー対
応のトイレ、歩道状空地は登下校の混雑の緩和など、平常時
にも役立つ整備となっている。

○塀のセットバックによる歩
道状空地の確保

○オストメイト用専用流しを
設置した多機能トイレ

○遠赤外線暖房を備えた体育館

○体育館の裏にマンホール
トイレを設置

○防災備蓄倉庫


